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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　イソシアネート系硬化剤と、かかるイソシアネート系硬化剤と反応可能な官能基及び重
合可能な不飽和結合を分子内に有するゴム材料とからなる弾性層用材料を用いて形成され
た弾性層を、最外層として有する電子写真機器用部材にして、
　前記弾性層に対して、（Ａ）下記一般式（Ｉ）で表わされる塩素化合物及び分子内に－
ＣＯＮＣｌ－構造を有する塩素化合物からなる群より選ばれた一種又は二種以上を用いた
表面処理、（Ｂ）下記一般式（Ｉ）で表わされる塩素化合物及び分子内に－ＣＯＮＣｌ－
構造を有する化合物からなる群より選ばれた一種又は二種以上と、ＢＦ3 とを用いた表面
処理、（Ｃ）イソシアネートを用いた表面処理、又は、（Ｄ）紫外線による表面処理、が
施されていることを特徴とする電子写真機器用部材。
　　Ｘ（ＯＣｌ）n ・・・（Ｉ）
　　［但し、上記式（Ｉ）中、Ｘは水素原子、アルカリ金属原子、アルカリ土類金属原子
　　　又はアルキル基を表わし、ｎは正の整数を表わす。］
【請求項２】
　前記官能基がカルボキシル基又はアミノ基である請求項１に記載の電子写真機器用部材
。
【請求項３】
　前記ゴム材料が液状ゴムである請求項１又は請求項２に記載の電子写真機器用部材。
【請求項４】
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　前記弾性層用材料に難燃剤が配合されている請求項１乃至請求項３の何れか１項に記載
の電子写真機器用部材。
【請求項５】
　電子写真機器用無端ベルトである請求項１乃至請求項４の何れか１項に記載の電子写真
機器用部材。
【請求項６】
　電子写真機器用導電性ロールである請求項１乃至請求項４の何れか１項に記載の電子写
真機器用部材。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真機器用部材に係り、特に、電子写真方式を利用したプリンタやファ
クシミリ等の画像形成装置において、中間転写ベルト等の無端ベルトとして、或いは現像
ロールや帯電ロール等の導電性ロールとして、有利に用いられ得る電子写真機器用部材に
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式を利用した複写機やプリンタ、ファクシミリ等の画像形成装置（以下、電
子写真機器という）においては、無端ベルトや導電性ロール等を始めとする様々な電子写
真機器用部材が広く用いられている。
【０００３】
　例えば、像担持体（感光体）上に形成されたトナー像を、ベルト表面に一次転写し、そ
の後、ベルト表面のトナー像を被印刷物（紙）に二次転写する電子写真機器用無端ベルト
として、中間転写ベルトが用いられている。また、接触現像方式を採用している電子写真
機器においては、トナー規制部材によって形成されたトナー層を表面に保持した状態で、
静電潜像が形成された像担持体（感光体）と接触して、像担持体（感光体）と相互に回転
することにより、静電潜像の現像を行なう電子写真機器用導電性ロールとして、現像ロー
ルが採用されている。
【０００４】
　ここで、無端ベルトや導電性ロール等の電子写真機器用部材においては、各々に要求さ
れる特性等に応じた構成が採用されている。例えば、上述した中間転写ベルトや現像ロー
ルは、像担持体（感光体）と接触した状態で用いられるものであるところ、像担持体の削
れの発生やトナー劣化の防止、引いては、最終的に得られる画像の高画質化等の観点から
、電子写真機器における中間転写ベルトや現像ロール等として好適に用いられ得るものと
して、各種ゴム材料を主成分とする形成材料からなる層（弾性層）を最外層として有する
無端ベルトや導電性ロールが提案されている（特許文献１を参照）。また、本願出願人は
、画像不具合が生じ難く、長期に亘って離型性を確保可能な電子写真機器用ロールとして
、特許文献２において、ロール最外周にゴム層を備え、ゴム層の少なくとも表面部分のゴ
ムが所定の化学構造を有する電子写真機器用ロールを提案している。
【０００５】
　しかしながら、電子写真機器の高寿命化に伴い、電子写真機器用部材に対しても耐久性
の更なる向上が求められている現状において、本発明者等が、従来の各種ゴム材料を主成
分とする形成材料からなる層（弾性層）を最外層として有する無端ベルトや導電性ロール
について鋭意、検討したところ、従来の弾性層を最外層として有する無端ベルト等にあっ
ては、長期間の使用により、表面に微小な亀裂（クラック）が発生することが認められた
。また、本願出願人が特許文献２において提案した電子写真機器用ロールにあっても、弾
性層を構成するゴムの種類によっては、表面処理により架橋ゴムの主鎖を切断し、弾性層
表面の強度が低下することに起因して、上述した問題（長期間の使用による微小な亀裂の
発生）が惹起される恐れがあることが判明した。電子写真機器に対する高寿命化の要求は
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年々、高まっているところから、現状においては、従来以上の耐久性を発揮し得る電子写
真機器用部材の開発が望まれているのである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平７－８４４３７号公報
【特許文献２】特開２００７－２５６７０９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ここにおいて、本発明は、かかる事情を背景にして為されたものであって、その解決す
べき課題とするところは、長期間の使用によっても、最外層たる弾性層の表面に微小な亀
裂が発生せず、優れた耐久性を発揮する電子写真機器用部材を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　そして、本発明は、そのような課題を有利に解決するために、イソシアネート系硬化剤
と、かかるイソシアネート系硬化剤と反応可能な官能基及び重合可能な不飽和結合を分子
内に有するゴム材料とからなる弾性層用材料を用いて形成された弾性層を、最外層として
有する電子写真機器用部材にして、前記弾性層に対して、（Ａ）下記一般式（Ｉ）で表わ
される塩素化合物及び分子内に－ＣＯＮＣｌ－構造を有する塩素化合物からなる群より選
ばれた一種又は二種以上を用いた表面処理、（Ｂ）下記一般式（Ｉ）で表わされる塩素化
合物及び分子内に－ＣＯＮＣｌ－構造を有する化合物からなる群より選ばれた一種又は二
種以上と、ＢＦ3 とを用いた表面処理、（Ｃ）イソシアネートを用いた表面処理、又は、
（Ｄ）紫外線による表面処理、が施されていることを特徴とする電子写真機器用部材を、
その要旨とするものである。
　　Ｘ（ＯＣｌ）n ・・・（Ｉ）
　　［但し、上記式（Ｉ）中、Ｘは水素原子、アルカリ金属原子、アルカリ土類金属原子
　　　又はアルキル基を表わし、ｎは正の整数を表わす。］
【０００９】
　なお、本発明に従う電子写真機器用部材における好ましい第一の態様においては、前記
官能基がカルボキシル基又はアミノ基である。
【００１０】
　また、本発明の電子写真機器用部材における好ましい第二の態様においては、前記ゴム
材料が液状ゴムである。
【００１１】
　さらに、本発明における好ましい第三の態様においては、前記弾性層用材料に難燃剤が
配合されている。
【００１２】
　一方、本発明は、上述の如き各態様の電子写真機器用無端ベルト及び電子写真機器用導
電性ロールをも、その要旨とするものである。
【発明の効果】
【００１３】
　このように、本発明に従う電子写真機器用部材は、最外層として、イソシアネート系硬
化剤と、かかるイソシアネート系硬化剤と反応可能な官能基及び重合可能な不飽和結合を
分子内に有するゴム材料とからなる弾性層用材料を用いて形成された弾性層を有し、且つ
、その弾性層の表面に対しては、所定の表面処理が施されているものである。即ち、本発
明に従う電子写真機器用部材にあっては、最外層たる弾性層が、ゴム材料とイソシアネー
ト系硬化剤との結合によって形成された、所定の表面処理にも耐え得る強い骨格にて構成
されており、且つ、かかる弾性層表面には所定の表面処理が施されているのである。従っ
て、そのような電子写真機器用部材を、他の部材と接触した状態で用いられる部材として
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、より具体的には中間転写ベルトや現像ロール等として、使用すると、長期間に亘る使用
によっても弾性層表面における亀裂の発生は効果的に抑制され、以て、優れた耐久性を発
揮することとなるのである。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明に従う電子写真機器用部材たる電子写真機器用無端ベルトの一例を示す部
分断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図面を適宜、参酌しながら、本発明を具体的に説明する。
【００１６】
　図１には、本発明に従う電子写真機器用部材たる電子写真機器用無端ベルトの一例が、
部分断面図にて表わされている。そこにおいて、電子写真機器用無端ベルト２は、基層４
の表面に、後述する所定の弾性層用材料からなる弾性層６が設けられており、かかる弾性
層６の表面８に対しては、後述する所定の表面処理が施されているのである。
【００１７】
　具体的に、先ず、基層４は、合成樹脂材料を主成分とする基層用材料を用いて、構成さ
れている。かかる基層用材料を構成する合成樹脂材料としては、従来より電子写真機器用
無端ベルトにおいて用いられているもの、例えば、ポリイミド樹脂、ポリアミドイミド樹
脂、ポリエーテルスルホン樹脂、フッ素系樹脂、ポリカーボネート樹脂等の何れをも、単
独で若しくは二種以上のものを併せて用いることが可能であるが、それらの中でも、優れ
た剛性等を発揮するポリイミド樹脂及び／又はポリアミドイミド樹脂が、本発明において
特に有利に用いられる。
【００１８】
　また、基層用材料には、必要に応じて、上述の如き合成樹脂材料と共に、導電剤や難燃
剤、炭酸カルシウム等の充填剤、レベリング剤等の添加剤が、適宜、配合される。
【００１９】
　基層用材料に配合される導電剤は、特に限定されるものではなく、例えば、カーボンブ
ラックやグラファイト等の導電性粉末、アルミニウム粉末やステンレス粉末等の金属粉末
、導電性酸化亜鉛（ｃ－ＺｎＯ）、導電性酸化チタン（ｃ－ＴｉＯ2 ）、導電性酸化鉄（
ｃ－Ｆｅ3Ｏ4）や導電性酸化錫（ｃ－ＳｎＯ2 ）等の導電性金属酸化物、第四級アンモニ
ウム塩、リン酸エステル、スルホン酸塩、脂肪族多価アルコールや脂肪族アルコールサル
フェート塩等のイオン導電剤を、用いることが出来る。また、基層用材料に配合される難
燃剤としては、後述する無機系難燃剤や有機系難燃剤を、例示することが出来る。
【００２０】
　なお、上述の合成樹脂材料等を用いた基層用材料の調製は、ベルトの製造方法に応じて
行なわれる。例えば、後述する製造方法に従って、本発明の電子写真機器用無端ベルトを
製造する場合には、上述の合成樹脂材料等を、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）、
ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、ジメチルアセトアミド（ＤＭＡｃ）、トルエンやアセ
トン等の有機溶媒に添加し、混合することによって、液状の基層用材料が調製される。
【００２１】
　そして、図１に示す電子写真機器用無端ベルト２は、そのような基層用材料を用いて形
成された基層４の表面に、イソシアネート系硬化剤と、かかるイソシアネート系硬化剤と
反応可能な官能基及び重合可能な不飽和結合を分子内に有するゴム材料とからなる弾性層
用材料を用いて、弾性層６が形成されており、且つ、かかる弾性層６の表面８に対して、
所定の表面処理が施されているところに、大きな特徴が存するのである。このような構成
を採用したことによって、本発明に係る電子写真機器用無端ベルト２にあっては、長期間
に亘る使用によっても、弾性層６の表面における亀裂の発生が効果的に抑制され、以て、
優れた耐久性を発揮することとなるのである。
【００２２】
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　ここで、弾性層６は、上述したように、イソシアネート系硬化剤と、１）かかるイソシ
アネート系硬化剤と反応可能な官能基、及び２）重合可能な不飽和結合を分子内に有する
ゴム材料とからなる弾性層用材料を用いて、形成されている。
【００２３】
　先ず、本発明において、弾性層用材料に配合されるイソシアネート系硬化剤としては、
従来より公知の各種のイソシアネート類、具体的には、トリレンジイソシアネート（ＴＤ
Ｉ）、ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、ヘキサメチレンジイソシアネート
（ＨＤＩ）、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、ナフタレンジイソシアネート（
ＮＤＩ）、キシリレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、ｐ－フェニレンジイソシアネート、
トランスシクロヘキサン１，４－ジイソシアネート、リジンジイソシアネート（ＬＤＩ）
、水添ＸＤＩ（Ｈ6ＸＤＩ ）、水添ＭＤＩ（Ｈ12ＭＤＩ）、ポリメリックＭＤＩや、これ
らイソシアネートのビュレットタイプ、イソシアヌレートタイプ、トリメチロールプロパ
ン変性タイプ、更には、これらのブロックタイプ等を、例示することが出来る。これらの
中でも、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）系のイソシアネートが、弾性層の耐久
性（耐摩耗性）の観点から有利に用いられる。
【００２４】
　また、そのようなイソシアネート系硬化剤と共に配合されるゴム材料は、上述のイソシ
アネート系硬化剤と反応可能な官能基、及び重合可能な不飽和結合を分子内に有するゴム
材料である。イソシアネート系硬化剤と反応可能な官能基としてはカルボキシル基やアミ
ノ基等を、重合可能な不飽和結合としては炭素－炭素二重結合等を、それぞれ例示するこ
とが出来る。具体的には、カルボキシル変性アクリロニトリル－ブタジエンゴム（以下、
カルボキシル変性ＮＢＲと表わす）やアミン変性アクリロニトリル－ブタジエンゴム（以
下、アミン変性ＮＢＲと表わす）等が、有利に用いられる。特に、本発明に従う電子写真
機器用無端ベルト２を後述する手法に従って製造する場合には、液状の弾性層用材料が用
いられるところ、ゴム材料として固体状のものを用いると有機溶媒が必要となる。有機溶
媒を用いて液状とされた弾性層用材料を用いると、基層表面に塗布した後に溶媒除去のた
めの工程（乾燥）が必要となり、製造ラインが大型化する恐れがある。一方、液状のゴム
材料（液状ゴム）にあっては、有機溶媒を用いる必要が無い、若しくは使用する場合であ
っても少量ですむ為、製造ラインのコンパクト化を図ることが出来る。また、液状のゴム
材料は、一般に主鎖が短く、分子内に多くの官能基が存在するため、前述のイソシアネー
ト系硬化剤との架橋がより強固になるという利点をも有する。従って、本発明においては
、上記したカルボキシル変性ＮＢＲやアミン変性ＮＢＲ等であって液状のものが、特に有
利に用いられる。
【００２５】
　上述したイソシアネート系硬化剤及びゴム材料の配合割合は、ゴム材料中の官能基の種
類等に応じて適宜、決定される。例えば、アミン変性ＮＢＲ等のアミノ基を有するゴム材
料、又はカルボキシル変性ＮＢＲ等のカルボキシル基を有するゴム材料を用いる場合には
、ＮＣＯインデックス［アミノ基又はカルボキシル基の１００当量に対するイソシアネー
ト基の当量］が８０～１５０の範囲内となるように、イソシアネート系硬化剤及びゴム材
料が配合される。ＮＣＯインデックスが８０未満の場合には、硬化性が不十分となる恐れ
があり、一方、１５０を超えると、得られる弾性層の硬度が高くなりすぎて画像に悪影響
を与える恐れがあるからである。
【００２６】
　本発明の電子写真機器用無端ベルト（２）の弾性層を作製するに際しては、弾性層用材
料に、上述したイソシアネート系硬化剤及びゴム材料に加えて、各種添加剤が、それぞれ
の添加目的に応じて適宜、配合される。
【００２７】
　例えば、電子写真機器用無端ベルト（２）に導電性を付与せしめるべく、弾性層用材料
には、一般に、導電剤が配合される。かかる導電剤としては、従来より広く用いられてい
る導電剤、例えばカーボンブラックや金属酸化物等の他、第四級アンモニウム塩、リン酸
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エステル、スルホン酸塩、脂肪族多価アルコールや脂肪族アルコールサルフェート塩等の
イオン導電剤等を、例示することが出来る。
【００２８】
　また、昨今、電子写真機器用部材に対しても難燃性が要求されていることから、弾性層
用材料には難燃剤が配合されることが好ましい。かかる難燃剤としては従来より各種のも
のが知られており、一般に、有機系難燃剤と無機系難燃剤に大別される。
【００２９】
　本発明において用いられる有機系難燃剤としては、例えば、デカブロモジフェニルエー
テル、テトラブロモビスフェノール－Ａ及びその誘導体、ビス（ペンタブロモフェニル）
エタン等の多ベンゼン環化合物、臭素化ポリスチレン及びポリ臭素化スチレン等の臭素系
難燃剤や、芳香族リン酸エステル類、芳香族縮合リン酸エステル類、含ハロゲンリン酸エ
ステル類、含ハロゲン縮合リン酸エステル類、フォスファゼン誘導体等のリン系難燃剤等
を、挙げることが出来る。
【００３０】
　また、無機系難燃剤としては、三酸化アンチモンや五酸化アンチモン等のアンチモン系
難燃剤や、水酸化アルミニウムや水酸化マグネシウム等の金属水酸化物系難燃剤等を、例
示することが出来る。
【００３１】
　なお、それら難燃剤は、本発明の範囲内において、適宜、使用量が決定され、弾性層用
材料に配合される。また、上述した各種難燃剤を二種以上、併用することも可能である。
【００３２】
　その他にも、本発明の範囲内において、例えばレベリング剤等の各種添加剤も配合する
ことが可能である。
【００３３】
　上述したゴム材料等の各成分を用いた弾性層用材料の調製は、基層用材料の調製と同様
に、ベルトの製造方法に応じて適宜、行なわれる。例えば、固体状のゴム材料を用いて、
以下に述べる製造方法に従って本発明の電子写真機器用無端ベルトを製造する場合には、
上述のゴム材料等を、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）、ジメチルホルムアミド（
ＤＭＦ）、ジメチルアセトアミド（ＤＭＡｃ）、トルエン、アセトン、シクロヘキサノン
（アノン）、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、酢
酸エチルやキシレン等の有機溶媒に添加し、混合することによって、液状の弾性層用材料
が調製される。尚、先述したように、液状のゴム材料を用いる場合には、有機溶媒は不要
若しくは少量で足りる。従って、溶媒除去が不要又は短時間ですむことから、製造ライン
のコンパクト化を図ることが出来る。
【００３４】
　ところで、本発明に係る電子写真機器用無端ベルト（２）を製造するに際しては、通常
、上述した基層用材料及び弾性層用材料を用いて、先ず、表面処理が施される前のベルト
（以下、表面処理前ベルトという）が作製される。表面処理前ベルトは、好ましくは、以
下の手法に従って作製される。
【００３５】
　先ず、軸中心に回転可能な円筒状乃至は円柱状の基体と、かかる基体の外周面と近接す
る位置で、基体の軸方向に沿って移動可能な二つのノズル（第１ノズル、第２ノズル）と
を準備する。その一方、液状の基層用材料及び液状の弾性層用材料を調製し、それら液状
材料を、異なるエアー加圧タンクに各々、収容する。
【００３６】
　次いで、例えば、特許第３８５５８９６号（図２等）に記載の方法のように、円筒状の
基体を垂直にした状態で、軸中心に回転させる。かかる基体を回転させた状態で、基層用
材料が収容されたエアー加圧タンクに所定の圧力をかけて、内蔵する基層用材料を第１ノ
ズルに圧送し、かかる第１ノズルから、基体の外周面に対して基層用材料を吐出させる。
この基層用材料の吐出と同時に、第１ノズルを、基体の軸方向に沿って、一定速度で移動
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させる。これによって、基体の外周面には、基層用材料からなる一定幅の帯（塗膜）が、
らせん状に形成されるのであり、第１ノズルを基体の一方の端部側から他方の端部側へ移
動せしめることによって、基体の外周面には、基層用材料のらせん状塗膜の連続からなる
全体塗膜が形成されるのである。なお、基層用材料のらせん状塗膜は、通常、上側の帯と
下側の帯との間に所定の間隔が生ずるように、基体の外周面上に形成される。
【００３７】
　そのようにして基体の外周面上に形成された全体塗膜に対して、所定条件にて加熱処理
を施し、有機溶媒を除去することにより、先ず、表面処理前ベルトの基層が形成されるの
である。
【００３８】
　次いで、外周面上に基層が形成された基体を、先程と同様に（特許第３８５５８９６号
の図２等に示されているように）、軸中心に回転させる。基体を軸中心に回転させた状態
で、弾性層用材料が収容されたエアー加圧タンクに所定の圧力をかけて、内蔵する弾性層
用材料を、基体の外周面（形成された基層の表面）に近接する第２ノズルに圧送し、かか
る第２ノズルから、基体の外周面上の基層に対して、弾性層用材料を吐出させる。この弾
性層用材料の吐出と同時に、第２ノズルを、基体の軸方向に沿って一定速度で移動させる
。これによって、基体の外周面に形成された基層の表面に、弾性層用材料からなる一定幅
の帯（塗膜）が、らせん状に形成されるのであり、第２ノズルを基体の一方の端部側から
他方の端部側へ移動せしめることによって、基体の外周面上の基層には、その表面に、弾
性層用材料のらせん状塗膜の連続からなる全体塗膜が形成されるのである。
【００３９】
　そして、得られた全体塗膜に対して、加熱等の架橋処理を施すことによって、基層の表
面に、表面処理前の弾性層が設けられてなる２層構造の表面処理前ベルトが得られるので
ある。
【００４０】
　なお、上述してきた手法においては、円筒状の基体に代えて、中実の円柱状基体を用い
ることも可能であるが、回転部の負担を軽く出来るという観点から、円筒状基体が有利に
用いられる。具体的には、鉄、アルミニウム、ステンレス等の金属製の回転ドラム等が、
好適に用いられる。また、基体の直径は、通常、１２０～５００ｍｍであり、軸方向の長
さは、通常、３００～６００ｍｍである。更に、基体の回転数は、低すぎると重量によっ
て形成された塗膜が下に落ちてしまう恐れがあり、その一方、回転数が高すぎると、遠心
力で形成された塗膜が飛び散る恐れがあることから、一般には、５０～５００ｒｐｍ程度
に設定される。
【００４１】
　また、液状材料（基層用材料、弾性層用材料）を吐出するためのノズルとしては、ニー
ドルノズル等が用いられ、その吐出部形状は、丸形状、平形形状、矩形状等のものを用い
ることが出来る。
【００４２】
　さらに、上述の手法においては、通常、基層用材料からなる塗膜の厚さは、５０～１３
０μｍとなるように、好ましくは６０～９０μｍとなるように、また、弾性層用材料から
なる塗膜の厚さは、１０～３００μｍとなるように、好ましくは８０～２２０μｍとなる
ように、各ノズルから液状材料（基層用材料又は弾性層用材料）が吐出される。このよう
な厚さの各塗膜を形成せしめるべく、種々の条件、具体的には、基体の軸方向に沿って移
動するノズルの移動速度、基体とノズルとの距離、各液状材料の粘度、ノズル形状、吐出
圧等が、適宜、設定されることとなる。
【００４３】
　そして、以上のようにして作製された表面処理前ベルトに対して、以下に述べる表面処
理を実施することにより、本発明に係る電子写真機器用無端ベルト２が製造されるのであ
る。即ち、本発明においては、表面処理前ベルトの表面（弾性層の表面）に対して、以下
の何れかの表面処理が施されることとなる。
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　（Ａ）下記一般式（Ｉ）で表わされる塩素化合物及び分子内に－ＣＯＮＣｌ－構造を有
　　　する塩素化合物からなる群より選ばれた一種又は二種以上を用いた表面処理［以下
　　　、塩素処理又はＣｌ処理という］。
　（Ｂ）下記一般式（Ｉ）で表わされる塩素化合物及び分子内に－ＣＯＮＣｌ－構造を有
　　　する化合物からなる群より選ばれた一種又は二種以上と、ＢＦ3 とを用いた表面　
　　処理［以下、フッ素・塩素処理又はＦ・Ｃｌ処理という］。
　（Ｃ）イソシアネートを用いた表面処理［以下、イソシアネート処理という］。
　（Ｄ）紫外線による表面処理［以下、ＵＶ処理という］。
　　　　　Ｘ（ＯＣｌ）n ・・・（Ｉ）
　　　　　［但し、上記式（Ｉ）中、Ｘは水素原子、アルカリ金属原子、アルカリ土類金
　　　　　　属原子又はアルキル基を表わし、ｎは正の整数を表わす。］
【００４４】
－「塩素処理」及び「フッ素・塩素処理」－
　「塩素処理」においては、（α）下記一般式（Ｉ）で表わされる塩素化合物、及び（β
）分子内に－ＣＯＮＣｌ－構造を有する塩素化合物の中から一種又は二種以上のものが、
また、「フッ素・塩素処理」においては、上記化合物（α）及び化合物（β）の中の一種
又は二種以上とＢＦ3 とが、各々、用いられる。
　　Ｘ（ＯＣｌ）n ・・・（Ｉ）
　　［但し、上記式（Ｉ）中、Ｘは水素原子、アルカリ金属原子、アルカリ土類金属原子
　　　又はアルキル基を表わし、ｎは正の整数を表わす。］
【００４５】
　具体的には、（α）上記一般式（Ｉ）で表わされる塩素化合物において、アルカリ金属
原子としては、リチウム、ナトリウム及びカリウム等の各原子を、また、アルカリ土類金
属原子としては、マグネシウムやカルシウム等の各原子を、更に、アルキル基としては、
メチル基、エチル基、第三級ブチル基、トリフルオロメチル基等を、例示することが出来
る。
【００４６】
　そのような一般式（Ｉ）で表わされる化合物としては、具体的に、メチルハイポクロラ
イド、エチルハイポクロライド、第三級ブチルハイポクロライド、トリフルオロメチルハ
イポクロライド等のアルキルハイポクロライドや、メチルハイポフルオライド、エチルハ
イポフルオライド、第三級ブチルハイポフルオライド、トリフルオロメチルハイポフルオ
ライド等のアルキルハイポフルオライド等といった、アルキルハイポハライドや、次亜塩
素酸、更に、次亜塩素酸リチウム、次亜塩素酸ナトリウム、次亜塩素酸マグネシウム、次
亜塩素酸カリウム等の次亜塩素酸塩等を、例示することが出来る。
【００４７】
　また、（β）分子内に－ＣＯＮＣｌ－構造を有する塩素化合物としては、具体的に、Ｎ
－クロロスクシンイミドやＮ－クロロフタルイミド等の酸イミドハロゲン化合物、トリク
ロロイソシアヌル酸やジクロロイソシアヌル酸等のイソシアヌル酸ハライド、ジクロロジ
メチルヒダントイン等のハロゲン化ヒダントイン等を、例示することが出来る。
【００４８】
　本発明においては、表面処理前の弾性層に対して、「塩素処理」においては、上記化合
物（α）及び（β）からなる群より選ばれた一種又は二種以上を用いて、また「フッ素・
塩素処理」においては、上記化合物（α）及び（β）からなる群より選ばれた一種又は二
種以上と、ＢＦ3 とを用いて、表面処理が実施される。かかる表面処理は、それら化合物
を、処理前の弾性層に対して接触せしめることによって実施されることとなるが、好まし
くは、接触せしめる化合物を、水又は所定の有機溶媒に溶解乃至は分散させてなる処理液
を調製し、かかる処理液を弾性層の表面に接触させることによって実施することが望まし
い。
【００４９】
　なお、処理液の調製に用いられる溶媒としては、水や、トルエン、アセトン、メチルエ
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チルケトン、テトラヒドロフラン、酢酸エチル、酢酸ブチル、ヘキサン、メタノール、エ
タノール、プロパノール、第三級ブタノール、イソプロピルアルコール、ジエチルエーテ
ル、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等を、例示することが出来る。また、処理液中の上記化
合物の含有量は、弾性層表面（ベルト表面）が全面に亘って充分に処理され得る量であれ
ば、特に限定されるものではないが、一般に、各化合物の濃度が、０．０１～４０重量％
程度となるように、処理液が調製される。このような濃度に調製された処理液を用いるこ
とによって、表面処理後の弾性層の表面が、適度な硬度を維持しつつ、耐トナー付着性の
向上がより図られたものとなるのである。
【００５０】
　上記化合物（α）及び（β）からなる群より選ばれた一種又は二種以上と、ＢＦ3 とを
用いて、表面処理を実施する場合、それらを所定の溶媒にて混合してなる一の処理液であ
っても、また、それらを個別に所定の溶媒に混合して、二以上の処理液とした場合であっ
ても、本発明においては使用することが可能である。なお、このように、化合物（α）及
び化合物（β）からなる群より選ばれた一種又は二種以上と、ＢＦ3 とを、所定の溶媒に
混合して、一の処理液を調製する場合、化合物（α）及び化合物（β）からなる群より選
ばれた一種又は二種以上の化合物（ここではＸと総称する）と、ＢＦ3 との重量比は適宜
に決定されるが、好ましい範囲として、Ｘ：ＢＦ3 ＝１：９９～９０：１０（重量比）を
例示することが出来る。これらの範囲内では、弾性層を構成する架橋ゴムへの反応性と、
弾性層表面に対するＢＦ3 によるフッ素原子の導入効果とのバランスが、優れたものとな
るからである。
【００５１】
　上述の如き所定の処理液を用いて、弾性層の表面処理を実施する際は、通常、室温付近
で実施されることとなるが、必要に応じて、高温下において、処理液を弾性層表面に接触
せしめることも可能である。
【００５２】
　また、処理液を弾性層表面に接触せしめる方法は、特に限定されるものではなく、従来
より公知の種々の方法を採用することが可能である。具体的には、表面処理前ベルトに処
理液を塗工する方法や、ロールに処理液を吹き付ける方法等が挙げられる。特に、上述し
た手法に従って、円筒状基体の表面に表面処理前ベルトを作製した場合には、かかる表面
処理前ベルトが形成された円筒状基体を、表面処理前ベルトの少なくとも一部が所定の槽
内の処理液と接するように配置し、かかる状態にて、円筒状基体を軸中心に回転せしめる
ことによって、表面処理前ベルトの全面に亘って処理液を接触せしめる方法が、有利に採
用される。
【００５３】
　以上のようにして、処理液を表面処理前ベルトの表面に接触せしめることにより、（処
理前の）弾性層を構成する架橋ゴム中の不飽和結合が効果的に切断され、下記一般式（Ｉ
）で表わされる塩素化合物及び分子内に－ＣＯＮＣｌ－構造を有する塩素化合物からなる
群より選ばれた一種又は二種以上の化合物に由来する塩素原子（及びＢＦ3 に由来するフ
ッ素原子）が、架橋ゴムの強固な骨格を損なうことなくその分子内に導入されることとな
る。そして、かかる表面処理後の電子写真機器用無端ベルトにあっては、例えば、電子写
真機器における中間転写ベルトとして長期間、使用された場合でも、弾性層表面における
亀裂の発生は効果的に抑制され、以て、優れた耐久性を発揮することとなるのである。
　　Ｘ（ＯＣｌ）n ・・・（Ｉ）
　　［但し、上記式（Ｉ）中、Ｘは水素原子、アルカリ金属原子、アルカリ土類金属原子
　　　又はアルキル基を表わし、ｎは正の整数を表わす。］
【００５４】
　上述してきたように、表面処理前ベルトの表面に処理液を接触せしめた後、かかる表面
を、水を含む液体で洗浄し、必要に応じて、エアーブロー等で水滴を除去することにより
、本発明に係る電子写真機器用無端ベルト２が得られるのである。なお、かかる洗浄の際
における洗浄時間等の条件は、適宜に決定されることとなる。
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【００５５】
－「イソシアネート処理」－
　「イソシアネート処理」は、処理前の弾性層に対してイソシアネートを接触せしめるこ
とによって実施される。ここで、かかる処理に際して用いられるイソシアネートとしては
、イソシアネート系硬化剤として先に示したものと同様のものを用いることが可能である
。
【００５６】
　また、「イソシアネート処理」においても、上述した「塩素処理」及び「フッ素・塩素
処理」と同様に、イソシアネートを、酢酸エチル等の所定の有機溶媒に溶解させてなる処
理液を調製し、かかる処理液を弾性層の表面に接触させることによって実施することが望
ましい。更に、処理液を弾性層表面に接触せしめる方法についても、「塩素処理」及び「
フッ素・塩素処理」において述べた手法と同様のものが有利に採用される。
【００５７】
　そして、イソシアネートを含む処理液を表面処理前ベルトの表面に接触せしめることに
より、処理液中のイソシアネートと、架橋ゴム中に残存するイソシアネートと反応可能な
官能基とが効果的に反応し、弾性層の表面においてのみ硬度が有利に高くなる。従って、
かかる表面処理後の電子写真機器用無端ベルトを、例えば、電子写真機器における中間転
写ベルトとして長期間、使用すると、弾性層表面における亀裂の発生は効果的に抑制され
、以て、従来のものと比較して優れた耐久性を発揮することとなるのである。
【００５８】
－「ＵＶ処理」－
　「ＵＶ処理」において用いられる紫外線照射装置としては、従来より公知の紫外線照射
装置であって、本発明の目的に応じたものであれば、如何なるものであっても使用可能で
あり、具体的には、アイグラフィックス株式会社製のUB031-2A/BM （商品名）等を例示す
ることが出来る。
【００５９】
　また、「ＵＶ処理」を実施するに際しての紫外線の照射条件は、用いる紫外線照射装置
の種類等に応じて適宜、決定されるが、一般には、照射強度：２０～１５０ｍＷ／ｃｍ2 
程度、紫外線の光源と弾性層表面との距離：２０～８０ｍｍ程度、照射時間：５～３６０
秒程度の条件が採用される。
【００６０】
　そして、上記した条件に従って、表面処理前ベルトの表面に紫外線（ＵＶ）を照射せし
めると、かかる表面が効果的に改質され、以て、中間転写ベルト等として長期間、使用し
た場合にあっても、弾性層表面における亀裂の発生が効果的に抑制され得る、優れた耐久
性を有する電子写真機器用無端ベルトが得られるのである。
【００６１】
　以上、本発明において、弾性層に対して実施される表面処理について詳述してきたが、
各表面処理は、他の表面処理と比較して、それぞれ以下に述べる特徴を有する。即ち、「
塩素処理」が施された弾性層表面は、低摩擦性に優れている。また「フッ素・塩素処理」
が施された弾性層表面は、低摩擦性及びトナー離型性に優れている。更に「ＵＶ処理」が
施された弾性層表面は、トナー離型性に優れている。弾性層表面の耐久性をより優れたも
のとするためには、「塩素処理」、「フッ素・塩素処理」又は「ＵＶ処理」の何れかが好
ましい。「イソシアネート処理」は、弾性層表面に薄膜が形成され、イソシアネートと架
橋ゴムとの反応が効果的に進行しない恐れがあるため、「イソシアネート処理」が施され
た弾性層表面は、他の処理が施された弾性層表面と比較して、耐久性が若干劣る。
【００６２】
　以上、本発明の一実施形態を詳述してきたが、本発明に係る電子写真機器用部材が上述
した態様に限定されないことは、言うまでもないところである。即ち、本発明は、所定の
導電性軸体の外周面上に、ゴム材料及び／又は合成樹脂材料を主成分とする機能層用材料
を用いて、一又は二以上の機能層が積層形成されてなる電子写真機器用導電性ロールにお
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いても適用可能である。
【００６３】
　例えば、先ず、従来より公知の各種手法に従って、所定の機能層用材料を用いて、軸体
の外周面上に一又は二以上の機能層を形成し、更に、前述の如きイソシアネート系硬化剤
と所定のゴム材料とからなる弾性層用材料を用いて、最外層たる弾性層を形成することに
より、表面処理前の電子写真機器用導電性ロールを作製する。その後、最外層たる弾性層
の表面に対して、上述した手法の何れかに従って表面処理を施すことにより、本発明に従
う電子写真機器用部材たる電子写真機器用導電性ロールが得られるのである。
【００６４】
　そのようにして得られた電子写真機器用導電性ロールにあっては、最外層たる弾性層が
、ゴム材料とイソシアネート系硬化剤との結合によって形成された、所定の表面処理にも
耐え得る強い骨格にて構成されており、且つ、かかる弾性層表面には所定の表面処理が施
されている。従って、かかる電子写真機器用導電性ロールを、例えば、感光体と接した状
態で用いられる現像ロールとして使用すると、長期間に亘る使用によっても弾性層表面に
おける亀裂の発生は効果的に抑制され、以て、優れた耐久性を発揮することとなるのであ
る。
【実施例】
【００６５】
　以下に、本発明の実施例を幾つか示し、本発明を更に具体的に明らかにすることとする
が、本発明が、そのような実施例の記載によって、何等の制約をも受けるものでないこと
は、言うまでもないところである。また、本発明には、以下の実施例の他にも、更には上
記した具体的記述以外にも、本発明の趣旨を逸脱しない限りにおいて、当業者の知識に基
づいて、種々なる変更、修正、改良等を加え得るものであることが、理解されるべきであ
る。
【００６６】
Ａ．無端ベルトの作製及び評価
－基層用材料の調製－
　ポリアミドイミド樹脂（東洋紡績株式会社製、商品名：バイロマックスHR-16NN ）を準
備し、かかるポリアミドイミド樹脂の樹脂：１００重量部と、カーボンブラック：１０重
量部とを、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）：８００重量部に配合して、混合する
ことにより、液状の基層用材料を調製した。
【００６７】
－弾性層用材料の調製－
　下記表１及び表２に示す組成にて各成分を配合し、混合することにより、液状の弾性層
用材料を複数種、調製した。尚、各弾性層用材料の調製に際しては、溶媒として所定量の
シクロヘキサノン（アノン）を用いた。また、表１及び表２の「溶媒比率（％）」とは、
各弾性層用材料に含まれるシクロヘキサノン（アノン）の重量割合を示すものである。弾
性層用材料の調製に際して使用した各成分は、以下の通りである。
　・ＮＢＲ（固形ゴム）：ニポールDN101 （商品名）、日本ゼオン株式会社製
　・カルボキシル変性ＮＢＲ（固形ゴム）
　　　：ニポール1072J（商品名）、日本ゼオン株式会社製
　・アミン変性ＮＢＲ（液状ゴム）
　　　：ATBN1300×45（商品名）、エメラルド・パフォーマンス・マテリアルズ社製
　・ブロックイソシアネート（イソシアネート系硬化剤）
　　・ＨＤＩ系イソシアネート
　　　　：コロネート2507 （商品名）、日本ポリウレタン工業株式会社製
　　・ＩＰＤＩ系イソシアネート
　　　　：タケネートＢ874（商品名）、三井化学株式会社製
　・樹脂架橋剤（フェノール樹脂）
　　　：スミライトレジンPR-11078（商品名）、住友ベークライト株式会社製
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　・有機系難燃剤：ラビトルFP-390（商品名）、株式会社伏見製薬所製
　・無機系難燃剤：キスマ5A（商品名）、協和化学工業株式会社製
【００６８】
－ベルトの作製－
　基体として、アルミニウム製の円筒状金型を準備する一方、２つのノズルを有するディ
スペンサ（液体定量吐出装置）を準備した。かかるディスペンサのノズルは、内径φ：１
ｍｍのニードルノズルである。次いで、先に準備した液状の基層用材料及び弾性層用材料
を、それぞれ別のエアー加圧タンクに収容し、金型の外周面とノズルとのクリアランスを
１ｍｍとして、金型及びノズルをセットした。金型を垂直にした状態で、回転数：２００
ｒｐｍで軸中心に回転させながら、基層用材料を吐出するノズルを、１ｍｍ／ｓｅｃの移
動速度にて軸方向下方に移動させると共に、エアー加圧タンクに０．４ＭＰａの圧力をか
けて基層用材料をノズルに圧送し、かかるノズルから基層用材料を吐出せしめて、金型の
外周面上にらせん状にコーティングし、らせん状塗膜の連続からなる全体塗膜を形成した
。なお、形成された全体塗膜の厚さは８０μｍであった。形成された全体塗膜に対して、
加熱処理（常温→２５０℃：２時間、２５０℃：１時間）を施すことにより、金型の外周
面上に基層を形成せしめた。
【００６９】
　次いで、かかる基層が形成された金型を、回転数：２００ｒｐｍで軸中心に回転させな
がら、弾性層用材料を吐出するノズルを、１ｍｍ／ｓｅｃの移動速度にて軸方向に沿って
移動させると共に、エアー加圧タンクに０．８ＭＰａの圧力をかけて弾性層用材料をノズ
ルに圧送し、かかるノズルから弾性層用材料を吐出せしめて、金型の外周面上にある基層
の表面にらせん状にコーティングし、らせん状塗膜の連続からなる全体塗膜を形成した。
なお、形成された全体塗膜の厚さは１７０μｍであった。形成された塗膜に対して加熱処
理（常温→１７０℃：表１及び表２に示す必要昇温時間、１７０℃：０．５時間）を施す
ことにより、金型の外周面上に、基層表面に弾性層が設けられてなるベルト（表面処理前
ベルト）を作製した。尚、常温から１７０℃まで昇温させる際の時間（必要昇温時間）は
、ゴム材料としてＮＢＲ（固形ゴム）又はカルボキシル変性ＮＢＲ（固形ゴム）を用いた
もの（実施例１及び１２、比較例１及び２）については９０分とし、ゴム材料としてアミ
ン変性ＮＢＲ（液状ゴム）を用いたもの（実施例２～１１、１３～２２）については５分
とした。
【００７０】
　得られた表面処理前ベルトに対して、以下の手法に従って表面処理を施した。尚、表１
及び表２に、各ベルトに対して実施した表面処理を併せて示す。
【００７１】
－塩素処理（Ｃｌ処理）、フッ素・塩素処理（Ｆ・Ｃｌ処理）－
　酢酸エチルとターシャリーブチルアルコール（ＴＢＡ）との混合溶媒［酢酸エチル：Ｔ
ＢＡ＝９：１（重量比）］に、各成分を下に示す各割合で配合し、表面処理液Ａ（固形分
：２％）及び表面処理液Ｂ（固形分：２％）を調製した。
　〔表面処理液Ａ〕
　　・次亜塩素酸ｔ－ブチル　　　　　　　　　　　　　２重量部
　　・酢酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　９．８重量部
　　・ターシャリーブチルアルコール　　　　　　８８．２重量部
　〔表面処理液Ｂ〕
　　・三フッ化ホウ素－ジエチルエーテル錯体　　　　　２重量部
　　・酢酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　９．８重量部
　　・ターシャリーブチルアルコール　　　　　　８８．２重量部
【００７２】
　塩素処理（Ｃｌ処理）においては表面処理液Ａを、フッ素・塩素処理（Ｆ・Ｃｌ処理）
においては表面処理液Ａと表面処理液Ｂとの混合溶液を、それぞれ用いて、大気雰囲気中
、室温下にて、所定のベルトの表面にローラー塗工せしめた後（塗工時間：３０秒）、ベ
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ルト表面を水で洗浄し、エアーブローにより水滴を除去することにより、表面処理を行な
った。
【００７３】
－イソシアネート処理－
　処理液として、ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）の酢酸エチル溶液（濃度
：５０重量％）を用いて、大気雰囲気中、室温下にて、所定のベルトの表面にローラー塗
工せしめた（塗工時間：３０秒）後、８０℃に保持されたオーブンで１時間、加熱するこ
とにより、表面処理を行なった。
【００７４】
－ＵＶ処理－
　アイグラフィックス株式会社製の紫外線照射機「UB031-2A/BM 」（商品名、水銀ランプ
形式）を用いて、表面処理前ベルトの表面（弾性層の表面）に対して、周速：５７０～５
９０ｍｍ／ｓｅｃでベルトを回転させながら、照射強度：１２０ｍＷ／ｃｍ2 、紫外線照
射機の光源と弾性層表面との距離：４０ｍｍ、照射時間：１８０秒の条件にて紫外線を照
射することにより、表面処理を行なった。
【００７５】
　以上の手順に従って、２４種類の電子写真機器用無端ベルト（実施例１～２２、比較例
１及び２）を作製した。
【００７６】
　得られた２４種類の電子写真機器用無端ベルトについて、以下の測定及び／又は評価を
行なった。
【００７７】
－硬化性の評価－
　得られたベルトから弾性層の一部を切り出して試料とし、各ベルトについて２つずつ、
試料を準備した。各試料の重量を測定した後、一の試料をメチルイソブチルケトン（ＭＩ
ＢＫ）に、他の一の試料をトルエンに、それぞれ４時間、浸漬し、その後に試料を取り出
し、乾燥させて溶剤を除去した。かかる後、各試料の重量を測定した。そして、以下の式
に従って、ゲル分率を算出した。各ベルトについて、１）ＭＩＢＫに浸漬させた試料、及
びトルエンに浸漬させた試料の何れもゲル分率が９０％以上の場合には◎と、２）何れか
一方の試料のゲル分率が９０％以上であり、且つ他方の試料のゲル分率が８０％以上９０
％未満である場合には○と、３）二つの試料のゲル分率が何れも８０％以上９０％未満で
ある場合には△と、４）二つの試料のゲル分率が何れも８０％未満である場合には×と、
それぞれ評価した。各ベルトの評価結果を、下記表１及び表２に併せて示す。
　　ゲル分率（％）
　　　　＝｛［浸漬後の試料重量］／［浸漬前の試料重量］｝×１００
【００７８】
－マルテンス硬度－
　ＩＳＯ　１４５７７に準じて、微小硬度計（株式会社フィッシャー・インストルメンツ
製、商品名：H100）を用いて、ビッカース圧子により荷重：１０ｍＮ、保持時間：３０秒
にて圧縮したときのマルテンス硬度（Ｎ／ｍｍ2 ）を測定した。マルテンス硬度が４．０
未満の場合には◎と、４．０以上４．５未満の場合は○と、４．５以上５．０未満の場合
は△と、５．０以上の場合は×と、それぞれ評価した。各ベルトの評価結果を、下記表１
及び表２に併せて示す。
【００７９】
－耐久性の評価－
　各ベルトを、市販のフルカラーデジタル複合機（コニカミノルタビジネステクノロジー
ズ社製、bizhab C550 ：商品名）に中間転写ベルトとして組み込み、２３．５℃×５３％
ＲＨの環境下で５００００枚、画像出力（テストパターン印刷）を行なった。その後、ベ
ルト表面（弾性層表面）を目視で観察し、クラックが全く認められないものを◎と、クラ
ックは認められるものの、非常に微細であって画質に悪影響を与える程のものではないも
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した。各ベルトの評価結果を、下記表１及び表２に併せて示す。
【００８０】
－難燃性の評価－
　難燃剤を配合した弾性層用材料を用いて作製したベルト（実施例１２～２２、比較例２
）については、米国アンダーライターズ・ラボラトリーズ・ＩＮＣ．（ＵＬ）が規定した
ＵＬ規格９４（第５版、第１１章）に準じたＶＴＭ燃焼性試験を行なった。なお、この試
験における評価を下記表３に示すが、かかる表３から明らかなように、ＶＴＭ－０が最も
優れた評価であり、以下、ＶＴＭ－１、ＶＴＭ－２となる。ＶＴＭ－０を満たす場合はＡ
と、ＶＴＭ－１以下の場合にはＢとして、各ベルトを評価したところ、下記表２に示すよ
うに、難燃剤を配合した弾性層用材料を用いて作製したベルト（実施例１２～２２、比較
例２）は、全てＡの評価であった。
【００８１】
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【００８２】
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【表２】

【００８３】
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【表３】

【００８４】
　上記表１及び表２からも明らかなように、本発明に従う電子写真機器用部材たる電子写
真機器用無端ベルト（実施例１～２２）にあっては、何れも、長期間に亘る使用によって
も弾性層表面における亀裂の発生は効果的に抑制され、優れた耐久性を発揮することが認
められたのである。
【００８５】
Ｂ．導電性ロールの作製及び評価
－ベースゴム層用材料の調製－
　ＳＢＲ（ＪＩＳ－Ａ硬度２０°）：１００重量部と、カーボンブラック：１０重量部と
を混合することにより、ベースゴム層用材料を調製した。
【００８６】
－弾性層用材料の調製－
　下記表４に示す組成にて各成分を配合し、混合することにより、液状の弾性層用材料を
複数種、調製した。尚、各弾性層用材料の調製に際しては、溶媒として所定量のシクロヘ
キサノン（アノン）を用いた。また、表４の「溶媒比率（％）」とは、各弾性層用材料に
含まれるシクロヘキサノン（アノン）の重量割合を示すものである。弾性層用材料の調製
に際して使用した各成分は、前述の無端ベルト作製時に用いたものと同様である。
【００８７】
－ロールの作製－
　先ず、軸体として、直径：６ｍｍのステンレス（ＳＵＳ３０４）製の芯金を準備した。
そして、先に調製したベース材料を用いて、金型成形により、芯金の外周面にベースゴム
層が形成されたロール基体を作製した。尚、形成されたベースゴム層の厚さは３ｍｍであ
った。
【００８８】
　その後、かかるロール基体の外周面に対して、先に調製した弾性層用材料を、ロールコ
ート法により塗工して、芯金の外周面上にあるベースゴム層の表面に塗膜（ロールコート
層）を形成した。なお、形成されたロールコート層（弾性層）の厚さは１２０μｍであっ
た。形成された塗膜に対して加熱処理（常温→１７０℃：表４に示す必要昇温時間、１７
０℃：０．５時間）を施すことにより、芯金の外周面上に、ベースゴム層、弾性層が順に
設けられてなるロール（表面処理前ロール）を作製した。尚、常温から１７０℃まで昇温
させる際の時間（必要昇温時間）は、ゴム材料としてＮＢＲ（固形ゴム）又はカルボキシ
ル変性ＮＢＲ（固形ゴム）を用いたもの（実施例２３、比較例３）については９０分とし
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いては５分とした。
【００８９】
　得られた表面処理前ロールに対して、前述の無端ベルトの作製時と同様の手法に従って
、表面処理を施した。尚、表４に、各ロールに対して実施した表面処理を併せて示す。
【００９０】
　以上の手順に従って、１２種類の電子写真機器用導電性ロール（実施例２３～３３、比
較例３）を作製した。
【００９１】
　得られた１２種類の電子写真機器用導電性ロールについて、以下の測定及び／又は評価
を行なった。
【００９２】
－硬化性の評価－
　得られたロールから弾性層の一部を切り出して試料とし、各ロールについて２つずつ、
試料を準備した。各試料の重量を測定した後、一の試料をメチルイソブチルケトン（ＭＩ
ＢＫ）に、他の一の試料をトルエンに、それぞれ４時間、浸漬し、その後に試料を取り出
し、乾燥させて溶剤を除去した。かかる後、各試料の重量を測定した。そして、以下の式
に従って、ゲル分率を算出した。各ロールについて、１）ＭＩＢＫに浸漬させた試料、及
びトルエンに浸漬させた試料の何れもゲル分率が９０％以上の場合には◎と、２）何れか
一方の試料のゲル分率が９０％以上であり、且つ他方の試料のゲル分率が８０％以上９０
％未満である場合には○と、３）二つの試料のゲル分率が何れも８０％以上９０％未満で
ある場合には△と、４）二つの試料のゲル分率が何れも８０％未満である場合には×と、
それぞれ評価した。各ロールの評価結果を、下記表４に併せて示す。
　　ゲル分率（％）
　　　　＝｛［浸漬後の試料重量］／［浸漬前の試料重量］｝×１００
【００９３】
－マルテンス硬度－
　ＩＳＯ　１４５７７に準じて、微小硬度計（株式会社フィッシャー・インストルメンツ
製、商品名：H100）を用いて、ビッカース圧子により荷重：１０ｍＮ、保持時間：３０秒
にて圧縮したときのマルテンス硬度（Ｎ／ｍｍ2 ）を測定した。マルテンス硬度が４．０
未満の場合には◎と、４．０以上４．５未満の場合は○と、４．５以上５．０未満の場合
は△と、５．０以上の場合は×と、それぞれ評価した。各ロールの評価結果を、下記表４
に併せて示す。
【００９４】
－耐久性の評価－
　各ロールを、プリンター（株式会社リコー製、商品名：CX3000）に帯電ロールとして組
み込み、文字チャートを１００００枚、出力し、画像出力耐久評価（テストパターン印刷
）を行なった。その後、各色ハーフトーンでの画像出力評価、及びロール表面（弾性層表
面）の目視観察を行ない、ロール表面にクラックが全く認められず、画像にも影響がない
ものを◎と、ロール表面にクラックは認められるものの、非常に微細であって画質に悪影
響を与える程のものではないものを○と、ロール表面にクラックが認められ、わずかに画
像に影響がみられるものを△、画質に悪影響を与えるほどのクラックが認められるものを
×と、それぞれ評価した。各ロールの評価結果を、下記表４に併せて示す。
【００９５】
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【００９６】
　上記表４からも明らかなように、本発明に従う電子写真機器用部材たる電子写真機器用
導電性ロール（実施例２３～３３）にあっては、何れも、長期間に亘る使用によっても弾
性層表面における亀裂の発生は効果的に抑制され、優れた耐久性を発揮することが認めら
れた。
【符号の説明】
【００９７】
　　２　電子写真機器用無端ベルト　　　　　　　４　基層
　　６　弾性層　　　　　　　　　　　　　　　　８　弾性層表面
                                                                                

【図１】
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